
自然災害・土砂災害被害者数の変化（地震災害を除く）

沼本ら：砂防学会誌, 51,(6）, 3-12, 1999

１．防災施設の充実（砂防ダム、治山施設）

２．気象情報伝達の進歩

３．若齢林の減少（→斜面表層崩壊の減少）

被害減少のとらえ方の議論 86



被害減少のとらえ方の議論

小松利光先生原図
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被害減少のとらえ方の議論

強靭化の必要性

小松利光先生原図

考え方１
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被害減少のとらえ方の議論

強靭化の必要性

環境と社会経済
的制約

小松利光先生原図

考え方２
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被害減少のとらえ方の議論

強靭化の必要性

環境と社会経済
的制約

小松利光先生原図

両者をふまえた
新たな長期計画論
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国土づくりの議論：
様々な検討がなされているが…

東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会

環境システム計測制御学会 空気調和・衛生工学会
こども環境学会 砂防学会
地域安全学会 地理情報システム学会
地盤工学会 土木学会
日本応用地質学会 日本火災学会
日本活断層学会 日本機械学会
日本計画行政学会 日本建築学会
日本原子力学会 日本コンクリート工学会
日本災害情報学会 日本自然災害学会
日本集団災害医学会 日本森林学会
日本地震学会 日本地震工学会
日本地すべり学会 日本造園学会
日本地域経済学会 日本都市計画学会
日本水環境学会 農業農村工学会
廃棄物資源循環学会

三十学会・共同声明
国土・防災・減災政策の見直しに向けて
－巨大災害から生命と国土を護るために－

2012年5月10日
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例えば、三十学会・共同声明 (2012.5.10)
国土・防災・減災政策の見直しに向けて- 巨大災害から生命と国土を護るために -

４. 数十年〜百数十年に一度の頻度で起きる大災害には、構造の強化・施設

の整備による防災政策で対処すること。数百年〜千年に一度の頻度で起きる巨
大災害には、人命の犠牲を最小にするべく、避難設備の整備と避難教育の充
実を組み合わせた総合的な減災政策で対処すること。 について、

大災害、巨大災害を分ける確率年の境界は、現象により変わる可能性がある。

数十年〜百数十年： 構造の強化・施設の整備
数百年〜千年： 避難設備の整備等、総合的減災対策

長期にわたる防災工事によって、土砂災害による被害者は確実に減少してい
るが・・・

土石流危険渓流、急傾斜地崩壊危険区域は数多くあげられており、施設の整
備のみで対処困難である。土砂災害の場合、数十年の規模に対しても、構造
の強化・施設の整備のみで対処できるとは考えられない。

また、荒廃していた山地の復旧・保全は、着実に数十年～百年かけて進めら
れてきた。巨大災害への対処法も、現象ごとに検討が必要である。
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・直接には土砂災害の被害者となる可能性の低い平野部の都市
住民が理解し、森林保全と土砂災害対策を支える構造の構築。

・土砂災害の減災に関わる技術者、研究者が、幅広い視点で中
山間地を含む国土の将来像を論じる枠組みの構築。

事業量が右肩上がりで推移することはない状況で、更に高い
志を持続するように、更なる工夫が必要である。

・森林保全と土砂災害など国土保全に関わる技術者・研究者
が、納税者への説明責任を果たし、国際的な研究評価構造の中
で、存在感を発揮する努力。土砂水理学など基礎科学発展への
貢献のみならず、被害軽減のアウトカムを伴う研究の実施。

山地災害の減災に向けて
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まとめ
１．多様な土砂災害がある。

２．森林は、時代とともに変化する。

３．森林を含む国土も、時代とともに変化し、災害の様相も変わる。

４．国土保全の長期計画は、長い見通しとともに着実に進めるべき
ものだが、国土と社会の変化に対応した見直しが必要となって
いる。

５．構造物による防災計画は、柔軟な発想による選択と集中が不
可避と考えられる。

６．防災・減災について、行政と住民のそれぞれの役割は、今後ま
すます増大する。 94


